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【羽生田俊 日本医師会常任理事】 
 
 医療安全全国共同行動「第 1 回全国フォーラム」開催にあたり一言お祝いを申し上げる次第でございます。

実は本日、日本医師会におきましては、医療事故防止研修会というものを日本医師会館で開催しておりまし

て、会長、ならびに担当理事がそちらの方にどうしても行かなければならないということで、会長から挨拶を

預かって参りました。私からご紹介をさせていただきたいと思います。 
 医療安全全国共同行動「第 1 回全国フォーラム」の開催にあたり、主催者の一人として、一言ご挨拶申し

上げます。また、ここまでご準備いただいた医療安全全国共同行動推進会議をはじめとした多くの関係者の

ご尽力に対し、深く感謝申し上げます。 
 我が国においては、現在、医療に対する不信感、医療の崩壊、医師の疲弊という言葉がマスコミを賑わし

ております。一方、現在の医療・医学のめざましい進歩の中では、それは常に一定のリスクを内包するもの

であり、医療技術等が高度化すればするほど、そのリスクも高くなってくるという宿命を持っております。わ

れわれ医療者は医療のリスクを国民に理解してもらうと同時に、可能な限り、医療事故の発生を回避すると

いう二つの努力を継続していかなければならないと考えます。 
 また、今日、我が国では不幸にして、医療事故による死亡が起きると、医師法第 21 条による警察への届

出義務に始まる、刑事訴追という誤った仕組みができあがっており、真剣に医療に励んでいる善意の医師

が安心して医療を行える環境ではなくなってきております。 
 そこで、現在、死亡事故に対する刑事司法の関与は、極めて限定した事例になる方向の議論が行われて

おります。しかし、これは医療安全の一貫とはいえ、医療事故が起こった後の問題を解決するという視点で

あります。 
 本日、ヘンリー・フォード病院診療部長兼医療質改善委員長である、ウイリアム.A.コンウェイ先生が米国

における 100K キャンペーンの報告として、ご講演されると伺っております。このように、様々な取り組みに

関する成功事例を学び、実践することによって、今後、医師と国民との信頼関係を再び構築するためにも、

医療事故が起こる前の課題として、医師も医療機関も自ら「医療事故による死亡をいかにして削減していく

か」の対策を強力に推し進めていく必要があります。 
 このようなことから、日本医師会は今回のキャンペーンのサブタイトル“いのちをまもるパートナーズ”にあ

るように、医療の安全と医療への信頼を確立するために、今こそ医療者は職種や立場の壁を越え、医療を

担う病院と医療を支える様々な団体、学会、行政、患者、地域社会と一致協力して、医療事故の撲滅に総力

を挙げて取り組むべきと考え、この活動に積極的に参加、成功させて医療事故削減の成果を得ることに貢

献したいと考えております。 
 医療者は時には患者であり、患者の家族であり、常に地域の住民であり、国民であります。患者は顧客で

も被保護者でもなく、ともに生きるパートナーです。医療の現場では、医療者は疾病と闘う患者チームの一

員として、このような医療の潜在的なリスクに対する再認識をするとともに共有することが必要であると考え

ます。 
 今回のこの取り組みが特に入院中の予期せぬ死亡をなくすことの重要性に鑑み、起きれば深刻だが、高

い確率で防止できる可能性がある有害事象の発生を予防し、有害事象から患者の命を守り、医療がより安

全に行われる仕組み作りを進めるため、地域の医療機関が互いに協力しながら、医療の質・安全の確保と

向上を目指す方向となることを願ってやみません。 
 最後になりましたが、本日、ご来席の皆様方のご健勝を祈念いたしますとともに、日本医師会も全面的に

この活動に対しまして、ご支援申し上げることをお約束して、挨拶とさせていただきます。 
平成 20 年 11 月 24 日 

日本医師会会長、唐澤祥人。 
以上、代読でございました。本日は誠におめでとうございます。 

 
 


